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はじめに

第３次食育推進基本計画を進めるために

　平成28年度から開始した第３次食育推進基本計画に基づき、同計画で掲げられた重点課題の解決
及び目標の達成に向けた取組の推進や、食育に関する国民の理解の促進を図ることとされています。
　平成17年に食育基本法が制定され、地域や学校等で様々な食育の取組が広がってきています。
課題解決や目標達成に向けて、こういった取組を更に効果的に進めるためには、エビデンス（根
拠）に基づく情報発信が大切です。
　そこで、平成29年度及び30年度、農林水産省では、食育推進に資するエビデンスを収集・分析・
整理し、国民へ分かりやすく広報することを目的に、食育や広報に関する有識者に御協力いただ
き、エビデンスを紹介するパンフレットを作成しました。本パンフレットは、その2年分の内容を統
合したものです。
　食育に関心のある方や食育の取組を実践している方々を通して、広く国民の皆さまに本パンフ
レットのメッセージが届くことを期待しています。また、本パンフレットのメッセージには、その根拠
となる研究結果が紐付いていますので、より詳しく知りたい方は、ぜひエビデンステーブルや論文
も御覧ください。

■国は、食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、平成28年３月に第３次
食育推進基本計画（以下、「第３次計画」という）を決定しました。

■第３次計画では、平成28（2016）年度から令和2（2020）年度までの５年間に取り組む方針や
目標を定めています。

■第３次計画に掲げられた15の目標の中から、以下の５つを取り上げ、それぞれの取組がなぜ大切
なのか、取り組むことでどのようなメリットがあるのかをエビデンス（根拠）に基づき、４テーマに
整理しました。

着目した第３次食育推進基本計画の目標 エビデンス（根拠）を整理したテーマ

朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回
数を増やす（目標２） 共食をするとどんないいことがあるの？

（以下、「共食」という。）地域等で共食をしたいと思う人が共食する割合
を増やす（目標３）

朝食を欠食する国民を減らす（目標４） 朝食を毎日食べるとどんないいことがあるの？
（以下、「朝食」という。）

栄養バランスに配慮した食生活を実践する国民
を増やす（目標７）

栄養バランスに配慮した食生活にはどんないい
ことがあるの？（以下、「栄養バランス」という。）

農林漁業体験を経験した国民を増やす（目標１１） 農林漁業体験をするとどんないいことがあるの？
（以下、「農林漁業体験」という。）

第３次食育推進基本計画（農林水産省ホームページ）：http://www.maff.go.jp/j/syokuiku/kannrennhou.html
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目標 具体的な目標
第3次計画
作成時の値
（平成27年度）

目標値
（令和２年度）

1 食育に関心を持っている国
民を増やす 食育に関心を持っている国民の割合 75.0％ 90％以上

2
朝食又は夕食を家族と一緒
に食べる「共食」の回数を増
やす

朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共
食」の回数 週9.7回 週11回以上

3 地域等で共食したいと思う
人が共食する割合を増やす

地域等で共食したいと思う人が共食する
割合 64.6％ 70％以上

4 朝食を欠食する国民を減らす
朝食を欠食する子供の割合 4.4％ 0%

朝食を欠食する若い世代の割合 24.7％ 15％以下

5 中学校における学校給食の
実施率を上げる 中学校における学校給食実施率 87.5％

（26年度）
90％以上

6 学校給食における地場産物
等を使用する割合を増やす

学校給食における地場産物を使用する割合 26.9％
（26年度）

30％以上

学校給食における国産食材を使用する割合 77.3％
（26年度）

80％以上

7 栄養バランスに配慮した食生
活を実践する国民を増やす

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日
２回以上ほぼ毎日食べている国民の割合 57.7％ 70％以上

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日
２回以上ほぼ毎日食べている若い世代の
割合

43.2% 55％以上

8

生活習慣病の予防や改善の
ために、ふだんから適正体重
の維持や減塩等に気をつけ
た食生活を実践する国民を
増やす

生活習慣病の予防や改善のために、ふだん
から適正体重の維持や減塩等に気をつけ
た食生活を実践する国民の割合

69.4％ 75％以上

食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食
品企業の登録数

67社
（26年度）

100社以上

9 ゆっくりよく噛んで食べる国
民を増やす ゆっくりよく噛んで食べる国民の割合 49.2％ 55％以上

10 食育の推進に関わるボラン
ティアの数を増やす

食育の推進に関わるボランティア団体等に
おいて活動している国民の数

34.4万人
（26年度）

37万人以上

11 農林漁業体験を経験した国
民を増やす 農林漁業体験を経験した国民（世帯）の割合 36.2％ 40％以上

12
食品ロス削減のために何ら
かの行動をしている国民を
増やす

食品ロス削減のために何らかの行動をして
いる国民の割合

67.4％
（26年度）

80％以上

13

地域や家庭で受け継がれて
きた伝統的な料理や作法等
を継承し、伝えている国民を
増やす

地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な
料理や作法等を継承し、伝えている国民の
割合

41.6％ 50％以上

地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な
料理や作法等を継承している若い世代の
割合

49.3％ 60％以上

14
食品の安全性について基礎
的な知識を持ち、自ら判断す
る国民を増やす

食品の安全性について基礎的な知識を持
ち、自ら判断する国民の割合 72.0％ 80％以上

食品の安全性について基礎的な知識を持
ち、自ら判断する若い世代の割合 56.8％ 65％以上

15 推進計画を作成・実施してい
る市町村を増やす

推進計画を作成・実施している市町村の
割合 76.7％ 100％

（参考）第３次食育推進基本計画における食育の推進に当たっての目標
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